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1.基本事項

長野県の南部地域（南信州）に位置：東は南アルプスより静岡県に隣接

南アルプスと伊那山地に挟まれた山間地 中央構造線が村内を南北に通る

多くが急峻な山稜 狭小な渓谷により特徴付けられている

過去に大きな自然災害が発生する

大鹿村の位置及び地形地質

面積：24,828ha（長野県全面積の約1.8％）

村面積の約96％の23,795haが「森林」

人口：880（2024.4.1）：人口減少傾向は著しい

高齢化率：45％を超えてる

交通：国道152号が村内を通っているが車の通行不可の状況がある

中央自動車道松川ICから約20㎞の県道59号が実質唯一の生活道路

唯一の生活道路もたびたび災害による通行止めが発生している

その唯一の生活道路もリニア関連工事車両が多数通行している

大鹿村の概況

2.森林資源の実態把握

2-1.大鹿村の森林状況

民有林（公有林・私有林）の面積：15,461.9 ha

村有林（公有林）面積：7,196.99ha（約7,200ha）

今回の森林整備計画 ⇒ 村有林を対象に計画

民有林の齢級：12齢級（60年生）がピーク（伐期を迎え「大径木化問題」が懸念）

民有林の人工林面積：7,680ha ⇒ 人工林率（49.7％）

民有林の33.97％（約30％）がカラマツ林

村有林の約2,200ha（7,197haの30％）がカラマツ林

2-2.森林の蓄積量

民有林の総蓄積（幹の体積の総量）：1,318,221ｍ3

村有林の蓄積：約395,000ｍ3（1,318,221ｍ3の30％）

村有林のヘクタール当たりの蓄積：約180ｍ3（395,000ｍ3／2,200ha）

計画林業施策の伐採蓄積：約4,500ｍ3程度（25ha ×180ｍ3／ha）

原木C・D材（木質破砕チップ化材：蓄積の15％：実績値）：約675ｍ3

（4,500ｍ3の15％）程度発生

木質破砕チップ材量：約2,000ｍ3（蓄積原木の約2.8倍：実績値）

温泉施設で用いる木質破砕チップ材量：約1,200ｍ3程度 ⇒ 充分に対応可能
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2-3.大径木化問題

・現在の市場に流通する製材：「40〜50年という伐期齢」を中心とした断面寸法が

規格化された製材品（大径木ではない）

大径木を製材加工する工場が少ない（大径木 ⇒ 経済性が低く安価な価格と評価）

・カラマツの根系は浅根性で岩盤に貫入しない性質を持つ

大径木の場合 ⇒ 幹部と根系との支持力バランスが崩れ倒木する可能性が高くなる

急斜面に生育するカラマツの場合 ⇒ 2次的な斜面崩壊・斜面防災上の危険性が高い

・カラマツ：伐採時に枝が折れる性質を持ち危険な樹種

大径木の場合 ⇒ その危険性が増す（高度な伐採技術が求められる）

3.破砕チップ生産の検討（担い手、貯木場、破砕機、生産可能量等）

3-1.地域エネルギー事業体の役割

3-2.貯木・破砕チップ化施設

【計画位置】

・温泉施設 秘境湯場「塩の里」計画地より約3㎞北方の国道152号線沿いの地点

・森林整備（主伐・再造林）計画地 ⇒「貯木・破砕チップ化施設」が中心地点

・県道改良工事（トンネル掘削）の残土処理場（令和7年度に完成予定）⇒ 次ページ

「貯木・破砕チップ化施設」 ⇒ 残土処理場の後利用

3-3.『地域エネルギー事業体』の運営方法（担い手）

・「貯木・破砕チップ化施設」：基本的に大鹿村が主導する「公の施設」である

・行政と民間が連携して行うスキーム：「PPP（パブリック・プライベート・パート

ナーシップ）」手法が提唱・推進されている

・「PPP」⇒「PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアチブ）」「指定管理者

制度」「包括的民間委託」がある

・「PFI」：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術

的能力を活用して行う手法で大規模な事業に適する手法
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・「指定管理者制度」：地方公共団体が「公の施設」の運営管理を行わせるために民

間のノウハウやアイデアを活かすことで市民サービスや費用対効果の向上を図ること

を目的として「民間事業者（株式会社、NPO法人、学校法人、医療法人等）」に包

括的に“代行”させる制度

・「包括的民間委託」：地方公共団体が「民間事業者」に委託し創意工夫やノウハウ

の活用により効率的・効果的に業務を実施できるよう「公の施設」の運営管理や保守

点検・修繕・改良等の複数の業務を包括的に“委託”する手法

・「貯木・破砕チップ化施設」:「PFI」手法に対応するような高度な専門性を必要と

するほどの大規模な事業規模ではない

・施設の運営管理（特に破砕チップ化や破砕チップの運搬・販売等）には ある程度

の専門的知見やノウハウが必要である

・地方公共団体（大鹿村）が自ら管理運営できるものではない

・「指定管理者」に管理運営を包括的に“代行”させるという施設でもない。

・「PPP」による行政と民間が連携するスキームの中では「包括的民間委託」手法が

相応しい ⇒ 「JV」「事業協同組合」を組織する調整が必要

4.温泉施設のエネルギー消費量予測検討（熱及び電気）

4-1.温泉施設のエネルギー消費量（必要熱源量）

・熱源（燃料）：「木質破砕チップ」及び「灯油」の2タイプを検討（次ページ）

・「年間利用者数」：将来の増加の可能性を想定して「50,000人」
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4-２.温泉施設のエネルギー消費量（電気転換エネルギー）

・「空調」を「電気エネルギー」ではなく「木質ボイラー熱源」に転換した場合の木

質破砕チップ年間必要量を算定

5-1.木質バイオマス燃料（熱源：木質破砕チップ）の必要量

5.熱源及び非常用電源の検討・基本設計

5-2.温泉施設のエネルギー源の決定

・温泉施設の「空調」を「電気エネルギー」ではなく「木質ボイラー熱源」に転換し

た場合の試算検討を行い温泉施設のエネルギー源を決定した

・温泉施設のエネルギー源：木質バイオマスは温泉施設への採用実績も多く一般的

・「浴槽＋給湯（木質バイオマスのみ）」を採用
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5-3.非常用電源の検討

非常用電源 ⇒ 「太陽光発電システム」の設置を検討

1）太陽光発電の連系

太陽光発電の連系：「低圧連系」 設備容量「50kW未満」

2）太陽光パネルの設置（配置）

温泉施設の屋根上に太陽光パネル・65枚（13列×5列）設置

想定発電量：「天候条件」「季節変動」等々を考慮し70％の補正

6-1.小水力発電

6.バイオマスボイラー以外の再生可能エネルギー活用の可能性検討

・災害時には孤立状態に陥る可能性を想定して「小水力発電」の可能性を検討

・降雨時の河川流下物に対するメンテナンスが比較的少ない「農業用水路タイプ」が

大鹿村には適合

・小水力発電機の定格出力：2.4kwh～4kwh

（5世帯～8世帯分の電気使用量 概ね0.5kwh/1世帯）

災害時には孤立状態に陥る可能性のある地域に農業用水路があるならば有効な電源に

なりえる
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6-2.マイクログリッド（小規模電力網）

・マイクログリッド：災害で配電線の切断等で電力会

社からの供給が途絶えた場合に地域内で発電した電気

を住宅や避難所等に送る仕組み

・長野県企業局は 水力発電所で発電した電気を地域の

住宅や施設等に直接送る実証実験を2024年度に大鹿

村で実施することを発表

・災害時には孤立状態に陥る可能性を想定した独自の

再生可能エネルギー源を保持する村を目指す上で非常

に有益な取り組み

6-3.小規模木質バイオマス発電

・小規模発電木質バイオマス発電：発生する排熱を周辺で利用することも可能で木材

の持つエネルギーを最大限に活用することができる環境に優れた技術

・コンパクトなエリアで地域主導での事業形成が可能

・導入する前提条件：森林資源のC・D材搬出量の調達の可否が最重要課題

森林整備事業が拡大し大量のC・D材が生産されることが前提

7.バイオマスボイラー（温泉施設）の運営形態の検討

・バイオマスボイラー管理運営：温泉施設のエネルギー源 ⇒ 温泉施設事業と一体

（一部）化施設

・バイオマスボイラーの運営：温泉施設の運営に直結

・「指定管理者制度」：地方公共団体が「公の施設」の運営管理を行わせるために民

間のノウハウやアイデアを活かすことで市民サービスや費用対効果の向上を図ること

を目的として「民間事業者（株式会社、NPO法人、学校法人、医療法人等）」に包

括的に“代行”させる制度

・主に「公の施設」の管理運営を民間に委託して住民サービスの向上や行政コストの

縮減を図ろうというもの

・利用者から料金を取り行政と変わらない権限を行使しながら運営するプールや体育

館、図書館、美術館等のいわゆる「箱もの」の管理運営に適した仕組み

・全国的に木質バイオマスの小規模熱利用事業では「指定管理者制度」を採用してい

るケースが多い

・バイオマスボイラー管理運営及び温泉施設事業は 高度な専門性を必要とするほど

の事業規模・業務ではないが、専門的な知見やノウハウがあることが望ましい

・民間事業者に包括的に“代行”させる「指定管理者制度」手法の運営形態が適する

8.エネルギーサービス事業育成方法の検討

・当面の業務は「貯木・破砕チップ化施設」の運営、つまり「C・D材購入」「C・

D材の破砕チップ化」「破砕チップの運搬・販売」「施設維持管理」「販売ルートの

開拓」等

・将来的には「森林経営」「森林コンサルタ

ント」「鹿ジビエ関連」「バイオマスボイ

ラー管理」「森林観光施策」等に発展してい

く可能性が高い

・「エネルギーサービス事業（地域エネル

ギー事業体）」は「PPP」手法による行政と

民間が連携するスキームの中では、当村の場

合「包括的民間委託」手法が相応しい

大鹿村から包括的に「民間事業者（企業グ

ループ）」が委託を受けるスキーム

・「包括的民間委託」手法として以下に示す事例が提起されている

・「専門性を有する民間事業者」：「JV」又は「事業協同組合」をつくり受託する

・JV、事業協同組合は非構成員（非組合員）企業にも配慮し業務を分担して地域全

体の発展を目指す
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9-1.「貯木・破砕チップ化施設」の必要機材等の初期投資

9.エネルギーサービス事業のファイナンス手法検討

・必要機材等の投資金額：概算で約8,900万円程度

・必要機材等への投資 ⇒ 「森林整備（主伐・再造林）」の進捗状況に合わせるべき

・「森林整備（主伐・再造林）」の進捗がある程度進んだ段階（第2段階）で必要と

なる設備機械への投資を行う手順が望ましい

・破砕チップ化機械：第2段階においてC・D材の発生量から採算性を考慮して投資

判断を行う（破砕チップ化機械は高価）

9-2.「貯木・破砕チップ化施設」造成建設の初期投資

・造成建設投資費：概算で約9,300万円程度（次ページ）

・造成建設投資費についても必要機材等の初期投資同様に「森林整備（主伐・再造

林）」の進捗状況に合わせるべきである

・初期段階（第１段階）：温泉施設への供給破砕チップは外部（村外破砕施設）で破

砕処理した木質チップを大型運搬トラック（30ｍ3）で破砕チップ保管庫まで搬入し

て貯蔵し その後適宜、温泉施設へ外部委託で供給するシステムを取る

・初期段階（第１段階）では破砕チップ保管庫の建築工事のみを行う

・「森林整備（主伐・再造林）」の進捗がある程度進んだ段階（第2段階）で建築、

舗装等必要となる造成建設工事への投資を行う手順が望ましい

9-3.ファイナンス手法

・初期投資：ある程度は村独自で行うことになるがランニングコストも含め「包括的

民間委託」手法として専門性を有する民間事業者（「JV」又は「事業協同組合」

等）への委託を基本とする

・林野庁：「林業・木材産業循環成長対策」の中の「木質バイオマス利用促進施設」

への補助支援を活用すべきである（補助金 補助率：1/2）

10-1.温泉施設の規模

10.温泉施設の基本設計

1）近隣の日帰り温泉施設（公営）の利用状況

南信州（長野県下伊那郡及び飯田市）に9ヶ所の温泉施設が営業中

計画する温泉施設の「温泉施設利用者」：「44,000人」程度と予測している

計画する温泉施設の「施設規模」：将来の増加を念頭に「50,000人」として計画
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8

「大鹿村観光来村者」：夏期（7・8・9月）と冬期（1・2・3月）の差が極端に大

南アルプスへ登山者が夏期（7・8・9月）に集中している

この夏期の集中 ⇒ 温泉施設の運営上での課題となることが予想される

2）温泉施設利用者数の予測

①「小渋水系」温泉施設利用者数の予測（P7）

・コロナ過（R2）以降「県外」観光者が減少しまだ回復していない

・その反面にコロナ過（R3）以降「県内」観光者が増加傾向

・「日帰り客」「宿泊客」はコロナ過（R2）で落ち込んだが回復してきている

「小渋水系」の観光地利用者（来村者）数の予測値：合計80,000人で「県内」観光

者が36,000人、「県外」観光者が44,000人、「日帰り客」が36,000人、「宿泊

客」が44,000人と設定

温泉利用者数の予測値：合計15,200人とし「日帰り客」が30％の利用で10,800

人、「宿泊客」が10％の利用で4,400人と設定

「日帰り客」：「県内（近場）」観光者と想定していることから30％程度の利用

「宿泊客」：宿泊旅館で浴場を利用されるであろうが連泊者あるいは帰りに入浴を楽

しむ程度の人数はいると想定して10％の利用

②「南アルプス登山者及び山岳観光利用者」温泉施設利用者数の予測（P7）

・コロナ過（R3）以降の「県内」登山者が増加傾向

・コロナ過（R3）以降の「日帰り」登山者が増加傾向

・コロナ過（R3）以降の「県内」登山者は「日帰り」登山者と想定される

「南アルプス登山者」の観光地利用者（来村者）数の予測値：合計39,000人で「県

内」観光者が20,000人、「県外」観光者が19,000人、「日帰り客」が17,000人、

「宿泊客」が22,000人と設定

温泉利用者数の予測値：合計23,900人で「日帰り客」が50％の利用で8,500人、

「宿泊客」が70％の利用で15,400人と設定

「日帰り客」：帰りに“汗を流して帰る”と想定して50％程度の利用設定

「宿泊客」：山小屋利用の登山者が主 登山者の多くが帰りに“汗を流して帰る”と

想定して70％程度の利用設定

③「村民」の温泉施設利用者数の予測：④温泉施設利用者数の予測（P8）

村民の利用：村民（840人）の1/4（210人）が2週間に1回程度利用するものとし

て5,000人と設定

年間の温泉施設利用者：「小渋水系観光地利用者：15,200人」、「南アルプス登山

者及び山岳観光利用者：23,900人」「大鹿村民：5,000人」で「合計44,100人」

と設定（計算上は「44,000人」）

⑤月別南ア登山・小渋観光 （来村者）：R元年（百人）：⑥と同じ（P8）

コロナ過以前の令和元年度の統計数値を「通常月別来村者数」のを指標とする

⑦R元年 日帰り・宿泊者数（百人）：令和元年度の観光地利用者延数（P8）

⑧月別南ア登山 （来村者）：R元年（百人）（P8）

令和元年度の観光地利用者延数を指標として⑥⑦より「南アルプス登山来村者の日帰

り・宿泊者数」を案分

⑨月別小渋水系観光 （来村者）：R元年（百人）（P8）

令和元年度の観光地利用者延数を指標として⑥⑦より「小渋水系観光来村者の日帰

り・宿泊者数」を案分

⑩月別温泉利用者予測（人）（P8）

⑧⑨と温泉利用者数の「将来予測」及び「利用者割合」を基にした月別予測

夏期の8月に1日当り約400人が温泉施設を利用することが予測される

多くの登山客は登山帰りの夕方に温泉施設を利用する

その時間帯は相当に混み合うことが予想される

3）温泉施設立地及び源泉確保

【温泉施設立地】

・第1候補：村内で温泉施設整備可能な用地で遊休地は本計画の「塩の里直売所」隣

接地の私有地のみ

土地の有効活用、景観整備、経済振興等、総合的な観点から、当該計画地を第1候補

とするのが妥当

・第2候補：大鹿村小学校、デイサービス等に隣接する農地の確保も考えられるが農

地の少ない大鹿村では難しい

【源泉確保】

・村内における温泉の源泉湧出量が充分ではない

・人工温泉という手法もあるが源泉掘削により新たな源泉確保を目指す検討も必要で

ある
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10-2.温泉施設設備計画

1）温泉施設整備概要

・現段階（基本設計）の整備概要

・今後の詳細設計段階においては内容や規模

等及び「災害時避難施設」の観点から変更の

可能性はある

・温泉施設計画の特色（ポイント）「家族風

呂」「コインランドリー」「貸しロッカー」

・「家族風呂」：近隣の日帰り温泉施設（公

営）には無い施設

・「コインランドリー」「貸しロッカー」：

登山者に向けたサービス

・温泉施設は災害時避難施設になる

「コインランドリー」は避難施設に必需設備
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2）電気設備計画（電気設備及び消費電力）

・温泉施設の消費電力：概算110kwhが必要

・太陽光発電：50kwh程度を想定

10-3.バイオマスボイラー仕様

1）ボイラー仕様の決定

「灯油」を燃料とする「化石ボイラー」と「木質破砕チップ」を燃料とする「木質バ

イオマスボイラー」を比較検討する

・「化石ボイラー」の「灯油：81,140ℓ」

・「木質バイオマスボイラー」の「木質破砕チップ：1,200ｍ3」

・「木質バイオマスボイラー」が「化石ボイラー」に比べ燃料代が年間60％程度

（約400万円）安価になる

・ボイラー仕様は「木質バイオマスボイラー」を採用

2）日本における木質バイオマスボイラーメーカーについて

①欧州製の木質バイオマスボイラー

・木質バイオマスボイラー：歴史のある欧州 特にオーストリアにメーカーが集積し

イノベーションが進んでいる

・日本に導入されている木質ボイラーメーカー：10数社あり これらメーカーはいず

れも年間数千台の生産規模を誇る

・品質も一定以上を担保しており性能的な差は大きくはない

②メーカー代理店のエンジニアリング力

・木質バイオマスボイラーの選定：最も留意すべきはその取り扱い代理店のエンジニ

アリング力である

・化石ボイラーの延長でバイオマスボイラーに切り替えただけではバイオマスボイ

ラーは適切に稼働しない

・輸入代理店が設計、施工、サービスにどこまで責任をもって対応しているかを確認

することが最も重要

・メーカーのエンジニアリングにどう取り組んでいるかを公表しているメーカー代理

店はほとんどないので導入の実績で判断するしかない

③南信地域での導入実績

・飯田下伊那木曽地域（南信地域）で導入実績のあるメーカー3社

（KWB、ヒラカワViessmann、ダレッサンドロ）
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3）高森町「信州たかもり温泉」の木質バイオマスボイラー導入例

環境省の「平成30年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金」を活用し温泉の木

質バイオマスボイラー導入：年当り542 CO2/tの排出削減と燃料代半減を実現

4）木質バイオマスボイラーの初期投資（補助金活用）

木質バイオマスボイラーの初期投資：環境省の「地域レジリエンス・脱炭素化を同時

実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業」を活用すべき

（補助金 補助率：2/3）

10-4.温泉施設の運営試算

現段階の設備規模・設備内容を基にした

「開業当初5年間」と「開業5年後以降」

の2段階に分けた温泉施設の運営試算

・第1段階：開業当初の5年間入浴者見込

数は想定する年間入浴者見込数44,000

人の70％程度の30,000人として試算

年間約1,500万年程度のマイナス

・第2段階：開業5年後以降には年間入浴

者見込数44,000人として試算

年間約300万円程度のマイナス

・温泉施設の運営・経営は入浴者数（温泉施設利用者数）によって決まる

・いかに入浴者（温泉施設利用者）を増やすかが重要な課題

・魅力ある温泉施設が認められ年間入浴者数が５万人になれば経営上はプラス

・詳細設計段階で設備規模・内容等の拡大・拡充がなされた場合 ⇒ マイナスの収支

は増加することは予想される

【特記】

・大鹿村の現状：コロナ禍の影響がまだ収束していない

・国道152号の地蔵峠が長期間にわたり通行不能

・リニア建設工事に伴う多数の工事用車両の通行により敬遠される

・高齢化等による村内観光事業者の営業力の低下

様々な要因から大鹿村への観光客数は低迷しているのが現状

現段階では営業収支の面で信頼できる推計値を算出するのは困難

・今後有効な観光振興施策を行うことによって観光客数の母数を引き上げることが日

帰り入浴施設整備を可能とする必須条件

10-5.温泉施設の建設費（概算）

温泉施設の建設費（概算）：現段階（基本設計）の設備規模では 約8億7千万円程度

・詳細設計段階で設備規模・内容等の拡大・拡充した場合には建設費用は増加する

・最近の物価上昇は激しい：建設が数年先になる場合には建設費用はさらに増加する

11-1.貯木・木質破砕チップ化施設概要

11.貯木・木質破砕チップ化施設の基本設計

・「貯木・木質破砕チップ化施設」の場内：大型の木材運送車輛の搬入及び搬出のた

めの広さが必要

・搬入した原材料（Ｃ・Ｄ材）丸太の貯木場：2ヶ所（600ｍ2）を設ける

・場内の路面：木材片・樹皮等が飛散する可能性があるためアスファルト舗装を敷設

・「貯木・木質破砕チップ化施設」の外周：防犯安全目的のためのネット柵を設置
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・現在 各地で木質チップの安定確保不足が問題になっている

・南信州の温泉施設で化石燃料から木質バイオマス燃料へ転換を目指す計画がある

・これらの状況より木質チップの需要開拓は充分に対処できるものと判断する

・大鹿村で生産される木質破砕チップ ⇒ まずは村内で活用することを基本とする

・木質バイオマスボイラー導入先：村内の介護福祉施設等や民間の宿泊施設等が検討

対象になる（「バイオマスビレッジ構想」の可能性）

・補助事業：環境省「新たな手法による再エネ導入、価格低減促進事業」の「⑥熱分

野・寒冷地での脱炭素化先行モデル創出事業地域（補助率：3/4・2/3）」は民間企

業も補助対応

12.木質破砕チップ需要開拓の可能性検討

11-2.貯木・木質破砕チップ化施設建設費（概算

「貯木・木質破砕チップ化施設」の建設費（概算）：現段階（基本設計）の設備規模

では 約9,300万円程度（次ページ）

・詳細設計段階で設備規模・内容等の拡大・拡充した場合には建設費用は増加する

・最近の物価上昇は激しい：建設が数年先になる場合には建設費用はさらに増加する



13-1.10年後のエネルギー利用状況及び雇用

13.10年後のエネルギー利用・雇用・脱炭素等検討

1）森林整備

・「森林整備」：先進的な林業技術（最新索道技術）を活用した林業施策により年間

25ha程度の主伐・再造林を実施

・伐採蓄積：約4,500ｍ3程度（25ha ×180ｍ3／ha）

・Ｒ７年より段階的に拡大し3年後（Ｒ10年）に約4,500ｍ3程度の蓄積を確保

・温泉施設で用いる木質破砕チップ材量 約1,200ｍ3程度 ⇒ Ｒ10年から供給可能

2）貯木・破砕チップ化施設

・「貯木・破砕チップ化施設」：Ｒ7年に県道改良工事（トンネル掘削）の残土処理

場完成 ⇒ 跡地利用

・Ｒ8年：「実施設計」 Ｒ9年：「第1段階建設」 Ｒ10年：「第2段階建設」

Ｒ11年：「本格稼働」

・Ｒ8年～Ｒ10年の間の森林整備により発生したＣ・Ｄ材処理：ＪＶ等「外部委

託」に一任する（包括的民間委託）

・Ｒ8年から「包括的民間委託」のＪＶ等「外部委託」の組織編制の検討が必要

・Ｒ7年に発生するＣ・Ｄ材：「森林整備委託者（林業事業者）」により処理搬出

・Ｒ9年に「第1段階建設」の「破砕チップ保管庫」完成 ⇒ ＪＶ等「外部委託」に

より破砕チップ化された「木質破砕チップ材」は 大型運搬車輛（約30ｍ3）により

運搬・搬入し保管

・保管された「木質破砕チップ材」 ⇒ ＪＶ等「外部委託」により脱着式の破砕チッ

プ運搬用コンテナを装着した運搬車輛（4ｔ）で順次「温泉施設」に運搬・供給

・Ｒ11年から「本格稼働」 ⇒ Ｒ9年から「包括的民間委託」のJＶ等組織の雇用の

検討が必要

3）温泉施設

・「温泉施設」：Ｒ8年に「実施設計」 Ｒ9年に「建設」 Ｒ10年に「開業」

・基本的には「森林整備」の進捗状況を見ながら進める

・「木質破砕チップ材」の供給可能性の状況判断により計画の変更はあり得る

13-2.脱炭素（CO2排出削減量）

・「森林整備」で発生するC・D材を破砕チップ化して木質バイオマス燃料に供給す

ると化石燃料（灯油）を用いた場合のCO2排出量を削減したことになる

・「年間破砕チップ用丸太（Ｃ・Ｄ材）体積」：370ｍ3

年間破砕チップ用丸太（Ｃ・Ｄ材）体積」：370ｍ3のCO2換算：202 tCO2

10年間で3,044tCO2程度のCO2排出削減

R10年以降：毎年371 tCO2程度の排出削減
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13-3.カーボン・クレジット

・R10年以降 CO2が毎年371 tCO2程度の排出削減：このCO2排出削減量が

「カーボン・クレジット」に該当

・「カーボン・クレジット」：排出量見通し（ベースライン）に対し実際の排出量が

下回った場合その差分を MRV （モニタリング・レポート・検証）を経てクレジッ

トとして認証するものを指す

・木質バイオマスボイラーのCO2発生量 ⇒ 「0（無）」とカウント

・計画の温泉施設に「灯油ボイラー」が導入された場合の排出量見通し（ベースライ

ン）に対して「クレジット」の「毎年371 tCO2」程度が認証される可能性がある

・今後 森林整備の進捗により「森林管理/植林」によるクレジットも発生する

・「カーボン・クレジット」の進展 ⇒ 「10年後のエネルギー利用・雇用・脱炭素

等検討」の重要なテーマ

・林野庁：「森林・山村地域振興対策」として「山の炭素吸収応援プロジェクト」の

取組みが推進されている

13-4.エネルギーサービス事業と雇用

・「エネルギーサービス事業」：当面は「破砕チップ化業務」「破砕チップ化施設管

理業務」「破砕チップ念慮いう供給業務」が主な業務

・Ｒ8年（2年後）から「包括的民間委託」のＪＶ等「外部委託」の組織編制を検討

する

・ＪＶ等「外部委託」の組織：「森林経営」「森林コンサルタント」「バイオマスボ

イラー管理業務」「鹿ジビエ関連業務」「森林観光施策業務」「木の拠点施設運営業

務」等や森林整備状況によっては「カーボン・クレジット業務（森林由来Jクレジッ

ト等）」までも想定

・ＪＶ等「外部委託」の組織編制と雇用は急務

14-1.先進的な林業技術（新世代架線集材技術）を活用した林業施策

14.森林資源の持続サイクル維持のための検討

「森林整備」：先進的な林業技術（新世代架線集材技術）を活用した林業施業を前提

・先進的な林業技術（新世代架線集材技術）を活用した林業施策を行う最大の目的は

「労働生産性を高める」こと

・わが国の木材需要が減少する中 ⇒ 今後木材価格が上昇する要素は低い

・ヨーロッパでも木材需要の減少と木材価格の低下を既に経験してきている

・ヨーロッパではこの課題に対して「労働生産性を高める」ことで対処してきた 現

在は「20ｍ3/人・日」までを達成している

・ヨーロッパの例：「カスケード利用（木を1本丸々使い尽くす）」が徹底

木材価格の下落を経験してきたヨーロッパは カスケード利用の取組が早くから始め

られ 林業収入を確保するのと同時に木材産業全体の付加価値を高め 雇用を確保する

努力を続けてきた ⇒ その結果が現在のヨーロッパ林業の姿である

本計画の「森林整備」もこれを参考にする

・「新世代架線集材技術の例」：搬出作業の架線操作（リモコン）は1人 伐木玉掛

作業は1人のみで計2名と少ない

・「新世代架線集材技術」による伐採 ⇒ モザイク・くし形状に行うことができる

・皆伐による土砂災害の危険性が低減

・林業施策を行う最大の目的 ⇒ 「労働生産性を高める」ことを実践

・今後の「森林整備」：「新世代架線集材技術」が重要な林業施策となる

この「新世代架線集材技術」無くして林業の進展は無い

林道高森山線を中心に山地稜線に作業道を開設して架線集材を行う（次ページ）

概ねこの架線計画で10年間程度継続して主伐・再造林を行う計画である



・鹿による森林被害：再造林や適切な森林整備の実施に支障を及ぼし森林所有者の林

業経営意欲を低下させる

・土壌流出等により森林の有する公益的機能の発揮に影響を与えるおそれがある

・森林下層植生の衰退の顕在化：自然生態系への影響は顕著となっている

・本村の森林整備計画からも「鹿対策」は急務である

・「再造林」：「伐採（新世代架線集材技術）」と一体となって実施

・「伐採」と「再造林」が一体となった施業 ⇒ 「伐採と造林の一貫作業システム」

・「一貫作業システム」：伐採・搬出と並行又は連続して伐採・搬出に使用した林業

機械を活用し地拵え（じごしらえ）や苗木等の資材運搬を行う

・一連の造林作業の効率化を図る伐採・造林の実施システムである
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・村有林の約2,000ha（7,197haの30％）のカラマツ林を毎年25haの森林整備

（主伐・再造林）を行った場合 ⇒ 約80年間を要する

・80年間はカラマツ林成長に合わせ主伐・再造林の継続的な繰り返し施策が可能

・これにより森林資源の持続サイクル維持が確保できる

・25haの主伐・再造林施策：先進的な林業技術（新世代架線集材技術）無くして実

現しない

14-2.再造林手法

・「従来方式」の場合：伐採・搬出と地拵え・植付は 別々の事業として異なる時期

に行うため休業・休止期間が生じ 伐採後に植生が繁茂し地拵えの負担が増加する

・「一貫作業システム」における「新世代架線集材技術」：長期間架線を設置するた

め「造林」への対応が有利

15-1.鹿の生態（鹿密度・被害状況等）把握

15.鹿（ニホンシカ）食害対策の検討

・長野県内の鹿分布：八ヶ岳山麓と南アルプス山系の鹿の生息密度が増えている

・鹿の高密度生息地：草原、牧草地の分布と密接な関係があり八ヶ岳山麓の美ヶ原高

原の草原等や大鹿村の「北川牧場」「黒川牧場」「向山牧場」等の牧草地一帯が増加

・増えた個体は北アルプス、中央アルプス方面へ「分散」し定着することが問題化



農林水産省：鳥獣被害防止総合対策交付金（ジビ関係）：補助金・補助率：1/2以内

「食肉利用等施設の整備」「焼却施設の整備」

「移動式解体処理車（ジビエカー）の導入」

「ジビエ専用小型保冷車の導入」

「保冷庫、金属探知機、加工製造設備等の導入」

「処理加工施設に付帯する一時養鹿施設の整備」

15-2.鹿対策

1）捕獲対策

「鹿対策」：一般的に「侵入防

止対策（防護さく）」「単木処

理等（若齢木の食害回避技

術）」「捕獲対策」「棲み分け

対策（引き寄せ要因除去・緩衝

帯整備）」等々が実施

・「捕獲対策」：先進的なICT機

器（情報通信技術）を活用した

「捕獲罠遠隔監視システム」の

導入が必要

2）鹿ジビエ

・捕獲した鹿：「移動式解体処理車（ジビエカー）」により処理される

・「ジビエカー」：遠方から処理加工施設に搬入する場合でも肉質の劣化を防ぐため

捕獲現場近くまで移動し車内にて「はく皮・内臓摘出・解体」までを行うことができ

る特殊車両

・ジビエ専用小型保冷車：捕獲個体を冷却しながら運搬できる回収専用車

・道路が狭小な山中の捕獲現場では「ジビエ専用小型保冷車」と「ジビエカー」のリ

レー方式により「捕獲」～「搬送」～「一次処理」を迅速かつ衛生的に行うことが可

能 ⇒ 安全で良質なジビエの安定供給が可能

・このシステムには「国産ジビエ認証」を受けた衛生的な「処理加工施設」は必需

（今後の検討課題）
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16.「木の拠点」施設（木を循環させる拠点）の検討

・「木の拠点」施設の位置：温泉施設 大鹿秘境湯場「塩の里」計画地から500m

西方の位置にあり 本計画（マスタープラン）の中心範囲に入る

・村内で「木を循環させる拠点」となる施設を目指す

・薪の製造、製材、製品（薪、壁・床材や木工品）の販売を行う機能を持つ施設

・将来的には「苗木生産」まで視野に入れる

【一例として「苗木生産」について特記】

・毎年25haの森林整備（主伐・再造林）を施業する計画 ⇒ 毎年25haの「再造

林」のための苗木が必要

・ヘクタール（ha）当り通常1,500本程度を植栽する ⇒ 25haの再造林には

37,500本の苗木が必要になる ⇒ その苗木は村内で確保したい

・「再造林」のための苗木：村外から持ち込まず大鹿村独自の「地域性苗木」として

昔から大鹿村内で育ち その地域の地形・気候に適した自生種（カラマツ等含む）や

郷土種等に特化した樹種を大鹿村内で育苗し大鹿村内で植栽する

・種子の採取、精選、貯蔵、植え付けから２～３年間かけて苗木を生産する

「森林資源の持続サイクル維持」に合致する ⇒「大鹿再造林システム」の構築

・「大鹿再造林システム」の担い手：「林福連携（林業と福祉の連携）」の就労支

援・人材育成が考えられる

・「木の拠点」施設の運営：「包括的民間委託」手法により『地域エネルギー事業

体』が受託する「大鹿村における包括的民間委託手法」のスキームが適している

・専門性を有する民間事業者による「JV」又は「事業協同組合」等は非構成員企業

にも配慮し業務を分担して地域全体の発展を目指す

・「JV」又は「事業協同組合」等には「福祉法人（個人も含め）」や既存の「木工

体験交流施設（かすがい）」の運営者等も「委託企業グループ員」となって連携して

運営を行うことが可能

17.「林福連携（林業と福祉の連携）」の検討

・現在 全国において「林業分野」と「福祉分野」が連携して 福祉施設が林業を支援

する「林福連携」の取り組みが進められている

・林野庁：令和4年度に「林業労働力の確保促進に関する基本方針」を変更しその中

に「障がい者雇用の促進」が盛り込まれた

・林野庁「令和4年度森林・林業白書」：林業分野における障害者雇用の促進を図る

ため「造林作業」や「山林種苗生産」等の分野で地方公共団体による「林福連携」の

動きが例示されている

・「令和4年度森林・林業白書」：「木材利用における林福連携の取り組み」が取り

上げられている

・福祉関係者、林業・木材産業者、デザイナー、地域関係者等が協力し福祉施設の利

用者の作業性に配慮し高いデザイン性も備えた製品開発の取り組みがみられる

・障害者等のやりがいと収入の向上等に資するとともに地域ブランドの創出や地域材

の魅力のPRにつながることが期待されている

・「林福連携（林業と福祉の連携）」の取り組み：林業の担い手不足解消・新規就業

者確保という面からも今後さらに進む

・大鹿村における「林福連携」の取り組み：「木の拠点」施設運営の「薪の製造、製

材、製品（薪、壁・床材や木工品）の販売を行う機能を持つ施設」等と合致する

・「大鹿再造林システム」構築のための「山林種苗（地域性苗木）生産」等や施業現

場での「植栽・植付け」等：「林福連携による新たな担い手確保」と合致する

「大鹿村における包括的民間委託手法」：「林福連携（林業と福祉の連携）」が組み

込まれたスキーム ⇒ 「福祉法人（個人も含め）」等が「委託企業グループ員」と

なって連携して運営を行う方向が望ましい


